
 

 

 

 

 

 

 

 

（和文仮訳） 

 

ＴＩＣＡＤ９横浜宣言 

「革新的解決の共創、アフリカと共に」 

 

２０２５年８月２２日 

 

1 序論 

 

1.1 我々、日本及びアフリカ連合加盟国の首脳、政府の長及び政府代表団は、共催者

であるアフリカ連合委員会（ＡＵＣ）、国際連合（ＵＮ）、国連開発計画（ＵＮＤ

Ｐ）及び世界銀行の代表者らと共に、第９回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ９）

のため、２０２５年８月２０日から２２日まで日本の横浜において一堂に会した。

我々は、地域機関、国際機関、民間部門、女性や若者を含む日本の市民社会組織

及び法的かつ国家的に登録されたアフリカの市民社会組織及び日本とアフリカの

環境分野のステークホルダーからのハイレベルの代表者を歓迎した。 

 

1.2 １９９３年以来、ＴＩＣＡＤは幅広いステークホルダーのための独自の多国間プ

ラットフォームを提供し、アフリカのオーナーシップ、国際的なパートナーシ

ップと開放性という基本理念の下で国際協力を推進してきた。ＴＩＣＡＤは、

アフリカ、日本及び国際社会全体で革新的解決の共創のための基盤となる知的

な議論を行う貴重なフォーラムを提供している。このプラットフォームは、変

化する世界とアフリカの優先事項に応じて進化してきており、様々な危機の影

響を克服し、新型コロナウイルス感染症やサイクロンなどの異常気象といった

危機に対する強じん性を構築し、アフリカ大陸の一部の地域におけるガバナン

スと安全保障上の課題に対処する上で、アフリカ全土における創造性と強じん

性を支援してきた。 
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 1.3   我々は、ＴＩＣＡＤ９が、アフリカ連合（ＡＵ）のアジェンダ２０６３第２次

１０か年実施計画（ＳＴＹＩＰ）の目標と優先事項「我々が望むアフリカ」並

びに持続可能な開発のための２０３０アジェンダ及びその持続可能な開発目標

に明示されている、アフリカの開発優先事項と概ね整合していると認識してい

る。ＴＩＣＡＤ９は、２０２４年９月に国連総会で世界のリーダーたちによっ

て採択された「未来のための約束」、第４回開発資金国際会議（ＦｆＤ４）及び

南アフリカが議長を務める本年のＧ２０といった世界的な取組の合流点に位置

付けられている。我々は、具体的な計画やイニシアティブを発表することで、

アフリカと日本のパートナーシップを活性化させる意図を有する。この連携に

より、持続可能な開発の達成、気候に対する強じん性の促進及び持続可能な開

発への長期的なアクセスの確保に向けた国家の取組が強化される。 

 

1.4 このような背景から、我々は、多様で活力のあるアフリカ諸国が構造改革を達成

し、現在の経済的不安、人的不安及び不平等の課題に対処する革新的かつ永続的

解決を共創し、平和で、統合され、繁栄したアフリカのためのＡＵアジェンダ２

０６３の第２次１０か年実施計画の実施を加速するために、横浜に集まる。我々

は、ＴＩＣＡＤの成果が、衡平なパートナーシップの精神に基づき、ＡＵ加盟国

及び日本の共通のビジョン及び相互利益のバランスのとれた統合を反映すること

を確保する重要性を強調する。 

 

2 現状 

 

2.1  ＩＭＦの２０２５年４月の世界経済見通しでは、ＧＤＰ成長が抑制され、依然と

して債務水準が高く、保護主義が世界貿易を減速させ、世界の不平等が拡大し、

インフレ圧力の高まりがマクロ経済の安定を脅かしているとして、世界経済の見

通しについて暗い見方が示された。あらゆる形態と次元の貧困は、特にアフリカ

において依然として最大の世界的課題であり、その撲滅は持続可能な開発に不可

欠な要件である。さらに、最近の地政学的・戦略的な変化は、多国間主義や多国

間機関の弱体化を示している。２０２５年と２０２６年のアフリカのＧＤＰ成長

予測は世界平均を上回っているものの、貧困に対処し、ディーセント・ワークに

基づく雇用を創出し、債務を返済するにはいまだ不十分である。アフリカ大陸は、
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成長のための重要な資源と手段を有しているものの、依然として外部からの衝撃

に対して特に脆弱であり、社会経済的変革を加速させるためには、あらゆる分野

でイノベーションを促進するための環境を整備し、それを活用することが必要で

ある。アフリカでは民間部門が関与する余地がかなりある。 

 

2.2  我々は、いくつかのアフリカ諸国で最近達成された民主化の進展を称賛する。し

かし、我々は、特にアフリカ大陸の様々な地域におけるテロにより、緊張が続く

紛争地域や武力紛争が存在し、引き続き深刻な人道危機を引き起こしていること

を引き続き深く憂慮している。不安定性は経済の見通しを損ない、人間の発展に

悪影響を及ぼし、天然資源・物的資源・財政資源を枯渇させ、リスク認識を高め、

公共財政にさらに重い負担を課すこととなる。これらの課題に対応するには、こ

うした動向を逆転させ、新たな機会を十分に活用するために、協調的、段階的で

状況に即した行動が不可欠である。 

 

2.3 これらの課題を念頭に置きつつ、我々は、相互に関連し合い、かつ包括的な方法

で既存の課題と新たな課題に取り組む緊急の必要性を認識している。我々は、包

摂的な成長と持続可能な開発のための前提条件を確立する上で、ＴＩＣＡＤの３

つの柱である経済、社会、平和と安定が引き続き関連することを認識している。 

また、我々は、気候変動、エネルギー不足、人工知能を含む新たなデジタル技術、

サイバーセキュリティ、防災、人間のウェルビーイング等の様々な地球規模の課

題が絡み合う中、健康、教育、社会保障といった重要な分野における幅広い社会

的欠陥に対応するため、人間の安全保障の概念に基づく協力を強化する。 

 

2.4 １９９３年と同様に、ＴＩＣＡＤは、現在及び将来の世界的課題を反映し、それ

に対応するアフリカ向けの革新的解決策を先導することにより、アフリカの包摂

的な成長と持続可能な開発を支援するプラットフォームを再び提供することがで

きる。この文脈において、ＴＩＣＡＤ９のテーマ「革新的解決の共創、アフリカ

と共に」は、ＴＩＣＡＤの実践的及び互恵的側面を強化し、さらにアフリカ発の

協働的な解決策を促進し、発展させることを目的とした、一層強力かつ戦略的な

パートナーシップの必要性を示すものである。 
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2.5  我々は、若い人口構造と豊富な資源という大きな機会を目の当たりにする一方で、

持続可能な経済と発展、包摂的な社会、そして永続的な平和、安全及び安定を実

現するための多面的な課題を認識している。また、我々は、技術、貿易及び投資

へのアクセスを拡大し、経済の多様化と付加価値を促進し、インフラ、人的資本

及び自国発のイノベーションに投資し、開発のための安価な資金へのアクセスを

改善し、経済ガバナンスとビジネス環境においてアフリカ諸国を支援することの

重要性を強調する。この文脈において、ＴＩＣＡＤ９は、官民パートナーシップ、

若者及び女性のエンパワーメント、域内外における地域的な統合及び連結性並び

にアフリカが効果的なグローバルプレーヤーかつパートナーとして位置付けられ

る、国際法の原則に基づく自由で開かれた公正な国際秩序を促進する、包摂的か

つ責任あるグローバルガバナンスを構築する必要性を支援することを目的として

いる。 

 

3 ＴＩＣＡＤの３つの柱 

 

 経済 

3.1.1  我々は、最近の世界及びアフリカのＧＤＰ成長傾向が、アジェンダ２０６３の

ビジョンと抱負を確実に達成するには不十分であるという事実に留意している。

我々は、重要な経済改革や財政改革にもかかわらず、主としていくつかのアフリ

カ諸国の信用格付が低いことによる資本コストの高さと債務返済コストの高さに

より脆弱性が悪化し、アフリカの資源が開発資金に充てられなくなっていること

を懸念している。我々は、信用格付機関に対し、その独立性を尊重しつつ、投資

を適切に反映させるため、信用分析の時間軸を延長し、シナリオ分析に基づく長

期的な格付を公表し、自発的な債務再編や債務処理がもたらす長期的な債務持続

可能性の利点を適切に反映させるよう、手法の改善を求める。我々は、貿易保護

主義の高まりがアフリカの世界市場へのアクセスを制限し、アフリカ大陸に利益

をもたらすグローバルバリューチェーンの割合を制限していることを強調する。

我々は、同様のリスク格付にもかかわらず、他の国々と比べて大幅に高い金利を

支払っている国々のうち、特にアフリカの借入国の高い債務プレミアムに対処す

るための行動をとる。その行動には、信用格付機関を含む金融市場の関係者と効

果的に連携できるようにする能力構築が含まれるが、これに限定されない。さら
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に、我々は、アフリカ信用格付機関（ＡｆＣＲＡ）の設立を歓迎し、その完全な

運用開始を待ち望む。また、我々は、人材への投資とディーセント・ワークの促

進、特に若者の職業見習い制度やＡＩ／データ分野で若者を雇用する企業への税

制優遇措置を通じてアフリカの若年層を対象にアフリカの人口ボーナスを活用す

ることが急務であることにも留意する。 

我々は、アフリカの地域経済統合を加速し、アフリカ域内貿易を促進するため

の生産的変革の原動力としての民間部門の役割を強化するためのビジネス環境を

整備するよう努める。我々は、アフリカにおけるバリューチェーンの強化に向け

た取組を加速し、自由で開かれた公正な貿易や投資環境を通じてアフリカ諸国を

グローバルサプライチェーンに統合し、その経済発展のニーズに見合った世界貿

易と投資の成長において公平な分け前を確保できるようにすることを目指す。

我々は、グローバルサプライチェーンの変化を認識し、電子機器、グリーン技術

及び自動車産業を支援する試験的経済区を設けて、アフリカにおける製造業への

日本の投資促進を奨励する。我々は、産業バリューチェーンを開発するために、

特別経済区と工業地域を開発することを目的としたマスタープラン策定の取組を

加速することにコミットする。我々は、農産業地域、輸出認証ハブ、バイヤー・

サプライヤー・ネットワークなどの取組を通じて、アフリカが日本に向けて付加

価値の高い商品を輸出できるよう支援に努める。我々は、第８回アフリカ開発会

議（ＴＩＣＡＤ８）の成果を踏まえ、アフリカ大陸自由貿易圏（ＡｆＣＦＴＡ）

を通じて地域統合と連結性を引き続き推進していく。また、我々は、インド太平

洋地域など他の地域との連結性の重要性も強調する。我々は、ケニアのナイロビ

で開催されたＴＩＣＡＤⅥにおいて日本が発表した自由で開かれたインド太平洋

のイニシアティブに好意的に留意する。我々は、アフリカにおける連結性、強靱

な制度及び人材育成を強化するために日本がこれまで行ってきた貢献を認識する。

アフリカ大陸の目覚ましい人口増加と活力ある市場潜在力に牽引され、アフリカ

の戦略的重要性は高まり続けている。我々は、日本とアフリカ諸国の揺るぎない

パートナーシップを再確認し、両国民に具体的な利益をもたらし、アジェンダ２

０６３に定められた目標に貢献する経済的関与の深化を共同で追求する。相互利

益を確保するため、我々は、日本による投資がＡｆＣＦＴＡの様々なプロジェク

トと連携し、地域バリューチェーンの発展を支援することを期待する。 
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3.1.2 我々は、アフリカのデジタル変革を推進するための環境を共創することの重要性

を認識し、人工知能（ＡＩ）を含むデジタル技術や新興技術の効果的かつ責任あ

るガバナンスと活用の必要性並びに相互に合意された条件での技術移転、能力及

び制度の構築の必要性を強調する。また、我々は、ＡＵデータポリシーフレーム

ワークや信頼性のある自由なデータ流通（ＤＦＦＴ）などの地域的枠組みに基づ

く国境を越えたデータ流通の促進、データの利活用によるイノベーションの推進、

デジタル空間におけるプライバシーと人権の確実な保護など、デジタル変革の基

礎要素として、倫理的かつ責任あるデータ活用の重要性を認識する。我々は、Ａ

Ｉ、衛星データ及びクリーンエネルギーを含むデジタル技術の効果的かつ責任あ

る活用並びにグッドプラクティスの採用が、アフリカと世界が直面する課題に対

する革新的解決の共創を促進できることを再確認する。変革をもたらす持続可能

な解決を促進するには、民間部門との連携を強化することが不可欠である。また、

我々は、ＡＩの恩恵を全ての人が享受できるよう、イノベーションを可能にし、

人間中心で、安全、安心で信頼できるＡＩを推進する包摂的なＡＩガバナンスを

構築することが不可欠であることも強調する。我々は、能力及び制度構築並びに

ＡＩガバナンスの強化に向けて引き続き協力し合い、Ｇ２０のアフリカのための

ＡＩ、グローバル・デジタル・コンパクト、ＡＵの大陸人工知能戦略などを通じ

て、こうしたＡＩガバナンスの強化に向けた努力を支援していく。我々は、広島

ＡＩプロセスを通じた貢献を含めＡＩの発展に大きな貢献をする日本のコミット

メントに留意し、アフリカ諸国による更なる参加を奨励する。我々は、アフリカ

のデジタル変革を加速するため、デジタルインフラとイノベーションエコシステ

ムにおける協力の拡大を奨励する。ロボット工学、ＡＩ及びスマートシティに関

する日本の専門知識は、強靱なアフリカ経済の構築において極めて重要な役割を

果たすことができる。我々はまた、アフリカ大陸全体で、スタートアップの育成、

デジタルスキルの向上及び相互に合意された条件での技術移転の促進を目的とし

たイノベーション・ハブの推進を含めたＡＩの発展を支援する日本とアフリカの

イニシアティブを奨励する。この点において、我々はまた、国内のＡＩイノベー

ションを促進し、自国発及び既存のＡＩソリューションの発展を可能にするＡＩ

センター・オブ・エクセレンスの設立を支援する重要性を認識する。 
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3.1.3 我々は、アフリカの貿易上の潜在性を解き放つ上で効率的な輸送・物流インフラ

が果たす重要な役割を認識しており、道路、鉄道、海上、航空の各輸送形態にわ

たる持続可能かつ強靱なインフラネットワークへの投資を加速することにコミッ

トする。接続性の課題に対処するために、我々は、社会経済発展の重要な促進要

因として輸送インフラ及びサービスを改善し、貿易とビジネスの改善を可能にし、

市場への容易なアクセスを創出する必要性を認識している。この点において、

我々は、アフリカ単一航空輸送市場（ＳＡＡＴＭ）の完全な運用開始を含む、ア

フリカ域内の輸送の接続性を向上させる主要な取組を支援することの重要性を強

調する。また、我々は、アフリカと日本との間の航空輸送の接続性、一層強固な

航空の連結性並びに協力と将来の戦略的パートナーシップの強化、アフリカ統合

鉄道網（ＡＩＲＮ）の導入、マルチモーダルかつスマートな回廊の確立、トラン

ス・アフリカ・ハイウェイの実現の加速化の重要性を認識し、港湾と海運産業の

改善を支援する取組を行う。我々は、急速な都市化と強靱性の構築に対応する適

切な都市型モビリティソリューションを備え、包摂的な交通システムを支える、

持続可能なスマートシティの構築において連携する必要性を強調した。したがっ

て、我々は、公共交通機関や非電動システムを含む輸送分野における革新的解決

を奨励する。 

我々は、アフリカ大陸におけるインフラ格差に対処するためのアフリカの主要

な取組であるアフリカ・インフラ開発プログラム（ＰＩＤＡ）の実施を引き続き

支援するという決意を再確認する。我々は、ＰＩＤＡプロジェクトの準備と資金

調達に対する支援を継続し、変革をもたらす優先プロジェクトを実施し持続させ

るための現地の能力を構築していく方向で一致する。 

 

3.1.4 我々は、アフリカビジネス協議会（ＪＢＣＡ）やアフリカ・インフラ協議会（Ｊ

ＡＩＤＡ）など、互恵的な官民パートナーシップを強化するための取組を歓迎す

る。我々は、投資を促進し、日本とアフリカの企業間の一層深い連携を通じて民

間部門のイノベーションを支援し、技術協力を促進するために、日本とアフリカ

間の生産的なパートナーシップを奨励する。我々は、日本とアフリカの中小企業

の投資を促進し、互いの市場に参入する際の市場参入リスクを軽減するよう努め

る。さらに、産業人材育成の強化が、アフリカにおける包摂的成長と持続可能な

開発に向けた構造変革を加速し、ＡＵのアジェンダ２０６３とＳＤＧｓの達成に
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向けたアフリカ大陸全体の努力を支援することに留意する。我々は、アフリカと

日本の経済的繁栄や社会的幸福を実現するために、内外の資源を持続的に誘致し

管理できる、開かれた、信頼性が高く、強靱な産業のイノベーション・スタート

アップのエコシステムを共創する必要性を強調する。この点において、経験と知

識の共有プログラムが奨励される。我々は、大阪・関西万博を通じてアフリカと

日本の間で行われている多面的な協力を歓迎する。 

 

3.1.5 我々は、飢餓を終わらせ、食料不安とあらゆる形態の栄養不良を根絶することを

目指している。我々は、健康で繁栄したアフリカのための持続可能で強靭な食料

システムを目指した、包括的アフリカ農業開発プログラム（ＣＡＡＤＰ）に関す

る２０２５年カンパラ宣言とその行動計画２０２６－２０３５に沿って、アフリ

カの農業及び食料システムの変革への決意を再確認する。アフリカの発展におけ

る農業の中心的な役割並びに生産性の低さ、肥料の散布量の少なさ、気候への脆

弱性、土壌劣化及び未発達なバリューチェーンという継続する課題を認識し、

我々はアフリカと日本の協力の深化の必要性を強調する。これには、現代の灌漑

システム、耐乾性及び耐塩性作物品種、気候に対する強靱性のための適応に関す

る研究といった気候スマート農業技術の拡大、アフリカ域内貿易の拡大と輸出競

争力の強化のための農産物加工、付加価値向上及び品質基準への適合の支援、生

産者を市場に結びつけ、農村部の所得を向上させ、特に若者や女性のための雇用

を創出する、効率的で公平かつ持続可能な食料バリューチェーンへの投資が含ま

れる。さらに、高度な農業、砂漠の開墾及び早期警戒システムにおける農家、農

業普及員及びアフリカの専門家のターゲットを絞った研修を通じた人的資本の強

化の重要性を強調し、強化されたインフラ、物流及び制度的能力も、戦略的なア

グロエコロジーな区域の潜在性を解き放ち、アフリカ域内貿易を促進するために

極めて重要である。この点に関して、我々はアフリカにおける食料と栄養の安全

保障のための世界銀行の活動を支援する日本の献身に対して好意的に留意する。

我々は、経済成長を加速し、人々を持続可能な開発の中心に据えるために、海洋、

湖、河川や他の水資源の経済的潜在力を最大限に活用する持続可能なブルーエコ

ノミーの重要性を強調する。我々はまた、ブルーエコノミーバリューチェーンの

構築における官民パートナーシップと投資の促進の重要性も強調する。 
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3.1.6 我々は、日本からアフリカへの公的資金及び民間資金の流入増加の重要性を認識

し、アフリカ諸国によるアジェンダ２０６３と持続可能な開発目標の達成を支援

する国際開発協力の主要な構成要素として、政府開発援助の重要性を再確認する。

我々はまた、動員される追加的な民間資金が、政府開発援助（ＯＤＡ）を通じて、

既存のコミットメントの代替となることがないよう確保しつつ、各国のニーズに

応じかつ長期的な開発と貧困撲滅に焦点を当てた活動に資金を提供する、公的資

金及び民間資金を動員する機会を模索していくことにより、アフリカの全体的な

開発目標の実現に貢献する。我々は、アフリカ諸国が国内資源動員を強化し、開

発資金の調達のための不正な資金の流れと闘うために行っている努力に留意する。

しかしながら、適切で、予測可能で、柔軟でかつ持続可能な開発資金の不足が、

アフリカの開発の進展を引き続き制約している。アフリカ連合債務会議の宣言に

基づき、我々は、過去１０年間にアフリカの総債務残高が大幅に増加しており、

対外債務は２０２３年にはアフリカ全体のＧＤＰの約２４．５％に達し、多くの

国ではその比率が驚くほど高くなっていることを深く憂慮する。我々は、これに

よって、債務危機に陥っている、あるいはそのリスクが高いアフリカ諸国の数が

急増したことを認識する。その要因としては、外的ショック、世界的な金利の上

昇、債務構成の変化などが挙げられる。我々は、アフリカ大陸の債務脆弱性に対

処する上で、Ｇ２０及びパリクラブの債権者に対し、適時に、秩序立ち、かつ連

携した方法で債務措置に係る共通枠組の協調した実施を強化することを呼びかけ

る。また、我々は、この点に関して債務管理能力を強化し、債務の透明性を高め

る必要性を改めて強調する。我々は、２０２４年８月１３日の国連総会決議７８

／３２２により多面的な脆弱性指標（ＭＶＩ）が採択されたことに留意した。

我々は、アフリカへの開発協力や財政支援の妥当性を評価するための補完的なツ

ールとして、ＭＶＩの使用を奨励する。我々は、持続可能な経済発展の基礎とし

て、マクロ経済の安定など国際的なルールや基準を遵守した健全な開発資金の重

要性を強調する。我々は、民間の貸し手を含む全ての主要債権者に対し、公正か

つ開かれた融資慣行を採用し、遵守し、開発資金にアクセスできる全てのアフリ

カ諸国の特性を考慮することを強く求める。我々は、アフリカの持続可能な資金

調達へのアクセスを促進する取組を含む、開発資金を強化する革新的な取組を歓

迎する。我々は、アフリカの持続可能な開発への投資に対する障害に対処するた

め、信用格付機関を関与させ、アフリカ諸国のデータ収集能力と信用格付手続の
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管理能力を強化する必要性を強調する。我々は、低所得国における貧困削減と経

済成長の促進における国際開発協会（ＩＤＡ）の重要な役割を認識する。我々は、

日本がアフリカの発展に対する揺るぎない貢献を示したＩＤＡ２１の増資の成功

を歓迎する。我々は、アフリカ開発基金の増資並びにエイズ・結核・マラリア対

策基金の第８次増資が強固かつ成功裡に行われることを期待する。我々は、ＪＩ

ＣＡの新たに拡大された制度が、アフリカにおける日本の民間セクターによるも

のも含め、アフリカ内外での更なる資源動員や投資機会の創出に向けたＯＤＡの

触媒的役割を促進することを強調する。また、我々は、アフリカ開発銀行と日本

の共同の資金動員イニシアティブであるアフリカの民間セクター開発のための共

同イニシアティブ（ＥＰＳＡ）の拡充を歓迎する。我々は、技術支援を通じてア

フリカの民間セクターを支援するための、日本・ＥＢＲＤ協力基金におけるアフ

リカ特別枠（ＳＴＡＲ）の設立も歓迎する。この点において、我々は、国際金融

アーキテクチャーの進行中の改革努力を称賛し、国際金融アーキテクチャーが今

日の世界に適合し、開発途上国、特にアフリカ諸国が直面する課題に対応できる

よう、改革において更に協力していくことの重要性を認識している。我々はさら

に、特に借入コストの上昇と世界的な金融環境の引き締まりを考慮し、アフリカ

諸国に対する譲許的融資への持続的なアクセスの緊急の必要性を強調する。 

 

3.1.7 アフリカは、世界の温室効果ガス排出量への寄与が最も小さいにもかかわらず、

気候変動の影響に対して非常に脆弱である。気候資金は、アフリカ諸国の適応、

緩和及び低炭素で気候に対して強靱な開発への移行を支援する上で重要な役割を

果たす。この点において、我々は、アフリカ適応イニシアティブ（ＡＡＩ）、ア

フリカ農業適応イニシアティブ（ＡＡＡ）並びにサヘル、コンゴ盆地及び小島嶼

国委員会（ＡＩＳ）など、気候変動対策に資金を提供するアフリカの取組を認識

する。我々は、損失と損害に対応する基金の運用化を含む、適応のための気候資

金の利用可能性やそれへのアクセスを通じて、気候変動とそれがアフリカに及ぼ

す影響に対処するための世界的な行動を呼びかける。この点において、我々は、

気候に対して強靱で低炭素排出の開発に向けたアフリカ諸国への日本の支援に感

謝の意を表する。我々は、アフリカの気候変動アジェンダと持続可能な開発にお

ける優先事項を推進し、気候変動に対する地球規模の解決策の提供におけるアフ

リカのリーダーシップを示すため、エチオピア連邦民主共和国の主催によりアデ
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ィスアベバで２０２５年９月８日から１０日まで開かれる第２回アフリカ気候サ

ミットの開催を歓迎し、支持する。 

 

3.1.8 我々は、ネット・ゼロ／カーボンニュートラルの追求において、各国の異なる事

情に合わせて多様なエネルギー移行の道筋を辿ることの重要性を認識し、経済成

長、エネルギー安全保障及び脱炭素化に同時に取り組むことの重要性を強調する。

我々は、ライフサイクルコストの観点から支払い可能であることを保証している

質の高いインフラは、持続可能な経済構造転換の基礎になると再確認する。我々

は、アフリカの豊富な太陽光、風力、水力発電の可能性を活用して、アフリカ単

一電力市場（ＡｆＳＥＭ）や大陸電力システムマスタープラン（ＣＭＰ）のよう

な統合電力網を構築する各国及び地域レベルでの再生可能エネルギー事業への投

資の確保の重要性を強調する。我々は、２０２５年エネルギーサミットにおいて

アフリカ首脳が採択したダルエスサラーム宣言の実施を通じて、２０３０年まで

にアフリカで３億人に電力へのアクセスを提供することを目指す、世界銀行グル

ープ／アフリカ開発銀行合同のミッション３００のような取組を認識する。さら

に、重要鉱物に対する世界的な需要を踏まえ、アフリカ国内でのこれらの資源の

現地加工と付加価値の付与を支援することでその利益がアフリカ経済に生じるこ

とを確保し、相互に合意された条件での技術移転と日本企業との合弁事業による

工業化に貢献するための公正かつ公平なパートナーシップを提唱する。我々は、

クリーンエネルギー技術に関する日本とアフリカの協力の重要性を強調し、気候

変動の壊滅的な影響に対処し、特に気候危機の最前線に置かれた脆弱なコミュニ

ティの強靱性を構築する、安価で拡大可能で予測可能な資金の倍増を継続的に求

める。我々は、アフリカの公正かつ公平なエネルギー移行を加速させ、増大する

アフリカのエネルギー需要を満たしながら世界の気候目標を推進する、低排出で

包摂的かつ持続可能なエネルギーシステムへの構造変容を支援することの重要性

を認識する。また、我々は、世界銀行グループが主導する強靭で包摂的なサプラ

イチェーン強化（ＲＩＳＥ）パートナーシップを通じたものも含め、重要鉱物資

源の安定供給と責任ある開発並びに現地での付加価値の付与の重要性を強調する。 

 

3.1.9 我々は、世界貿易機関（ＷＴＯ）を中核とするルールに基づく開かれた多角的貿

易体制の重要性とその迅速な改革の必要性を再確認し、カメルーンで開催される
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第１４回ＷＴＯ閣僚会議の成功に向けて協力していく。ＡｆＣＦＴＡの実施に当

たり、我々は、工業化と雇用創出を促進するために、高付加価値化、天然資源及

び重要鉱物の選鉱、地域のバリューチェーン強化を目的とした努力やイニシアテ

ィブを歓迎する。こうした努力や取組の前提として、貿易の円滑化、特に簡素化

され調和のとれた税関手続は、アフリカ域内貿易の発展と促進に不可欠である。

この点において、我々は、アフリカ、日本及び世界のその他の国々の間で、伝統

的なものから高級なものまで、貿易の拡大と投資の増加が大いに貢献するだろう

ことを認識する。また、我々は、日本とアフリカの民間部門の協力を促進する上

での輸出信用機関（ＥＣＡ）などの公的金融機関の重要な役割、ビジネス機会を

促進し、貿易と投資関係を強化するために第三国との協力の重要性を認識する。

我々は、民間部門からの投資を誘致し、アフリカ内で革新的解決策、知識及び技

術の共有の重要性も認識する。この点において、我々は、良い結果を導くビジネ

ス環境を共創し、促進し、包摂的な産業化を加速することにコミットする。我々

は、ＷＴＯ加盟国にとって、ＷＴＯの電子的送信に対する関税不賦課モラトリア

ムの重要性を認識し、アフリカの中小企業に対する電子商取引基準の研修プログ

ラムや日本のデジタル小売プラットフォームとの統合を通じて、アフリカと日本

の間のデジタル貿易拡大の必要性を強調する。 

 

 社会 

3.2.1 我々は、アフリカの保健及び教育分野における着実な進歩に留意するが、新型コ

ロナウイルス感染拡大以降は停滞し、依然として何百万人もの人々が取り残され

ていることに留意する。この問題は、最近の地政学的・戦略的な再編に起因する

開発資金の変化に伴い、さらに悪化すると考えられる。社会的格差やジェンダー

格差は、包摂的発展と社会的結束を損なう。ＴＩＣＡＤは、若者、女性及び障が

い者のエンパワーメントに特に焦点を当てつつ、質の高い人間中心の保健、教育

及び基本的な社会サービスへのアクセスを拡大するための取組を推進する。これ

らの取組は、拡大する不平等に対処し、サービスの格差を埋め、アフリカの変革

が社会のあらゆる層に利益をもたらすために極めて重要である。 

 

3.2.2 我々は、分断を軽減し効率性を向上させるためにワンストップショップ・アプロ

ーチを通じて、パンデミックの予防、備え及び対応を含む保健システムの強化に
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よって、アフリカの社会開発を支援する。ＡＵの２０３０年に向けた及びそれ以

降のロードマップに沿って、透明で効果的な保健投資のためのガバナンスと責任

を強化する。我々は、調和のとれたアフリカ保健製造プラットフォーム（ＰＨＡ

ＨＭ）及びＡＵ現地製造イニシアティブを通じて、公衆衛生人材の育成、質の高

い医療へのアクセス及び保健物資の現地生産を促進し、安全で効果的な製品への

アクセスを改善するためにアフリカ医薬品機関（ＡＭＡ）を完全に機能させる。

我々は、アフリカ健康構想（ＡｆＨＷＩＮ）、アフリカのデジタル変革戦略及び

日本のグローバル保健戦略と協調してユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（ＵＨ

Ｃ）ナレッジ・ハブとデジタル変革を通じて、ＵＨＣとプライマリー・ヘルス・

ケアを推進する。我々は、保健、水、衛生設備、公衆衛生、人的資本及びＵＨＣ

の重要性を確認する。アフリカの保健システムに対する世界のＯＤＡの減少を踏

まえ、アフリカＣＤＣの「新時代におけるアフリカの保健財政戦略」を支持し、

民間部門とインパクト投資を促進するために国内の持続可能な保健財政を強化す

る。我々は、感染症と非感染性疾患を含む主要な疾病の対策、並びにリプロダク

ティブ・ヘルス、妊産婦・新生児・子どもの健康の向上及び日アフリカ保健パー

トナーシップの強化に引き続きコミットする。 

 

3.2.3 我々はまた、全ての人が質の高い教育を受けられるよう機会を拡大することを支

援する。我々は、アフリカにおける教育機会の促進と人材育成に対する日本の貴

重な貢献を高く評価し、その継続を歓迎する。我々は、アフリカにおける包摂的

かつ衡平な質の高い教育、訓練及び能力開発へのアクセスを拡大するために、国

連機関やその他の主要組織を含む主要パートナーとの協力を通じ、能力を向上さ

せる必要性も強調する。さらに、我々は、国際的な知識交流、科学技術外交、科

学・技術・工学・数学（ＳＴＥＭ）教育、技術教育・職業訓練（ＴＶＥＴ）及び

研究とイノベーションにおける学術的協力、特に社会的に弱い立場にあるグルー

プへの支援を促進することの重要性も強調する。この文脈において、我々は、日

本とアフリカにおける人々の一層深い絆を育み、市民社会間の協力を可能にする

上で教育が果たす重要な役割を認識する。こうした関与は、強靱で包摂的かつ持

続可能な社会を構築する上で不可欠である。 
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3.2.4 我々は、創造性と持続可能な社会経済的変化を促進するためのアフリカと日本の

若者の相互交流の重要性を強調し、アフリカの若者が自らの潜在能力を発揮して、

変革をもたらす解決策の共創を目指して日本の若者と一層直接的に連携するため

の機会を一層多く提供することの重要性を認識している。アフリカの若者のため

の産業人材育成イニシアティブ（ＡＢＥイニシアティブ）やトンブクトゥ・イニ

シアティブなどのプログラム及びクリエイティブ産業の振興を通じた、日本によ

る若者の起業に対する支援は、アフリカの活力ある若者を将来の経済の原動力と

して位置付けている。この点において、我々は、日本・アフリカイノベーション

ハブなどを通じて、アフリカの若者主導のスタートアップを支援するよう努める。

また、我々は、文化交流プログラムなどを通じて、様々な分野で日本とアフリカ

の相互理解を促進するために新たに導入されるアフリカユースプログラム２０２

５を歓迎する。我々は、異文化理解の強化、人材育成の推進及びイノベーション

の推進において大学が果たす極めて重要な役割を認識する。この点において、

我々は、汎アフリカ大学ネットワークを含む日本とアフリカの大学間の学術交流

プログラム、共同研究活動及び組織的協力並びに芸術や日本語の分野での文化交

流の促進を奨励する。我々は、安全で秩序ある正規の移住及び人の移動が持続的

な開発に積極的に貢献することを認識する。この点に関して、我々は、アフリカ

連合とその専門機関、特にアフリカ移住観測所やスーダンにおける不法移民対策

大陸作戦センターが、アフリカ内及び世界的な移住ガバナンスの改善において果

たす重要な役割を認識する。 

 

3.2.5 アフリカ諸国では、干ばつ、洪水、熱帯サイクロン及び地震の危険による自然災

害がますます増加している。我々は、防災分野における日本の貢献とリーダーシ

ップを歓迎し、災害リスクを軽減するためのリスク情報に基づいた開発の重要な

役割及びアフリカにおける仙台防災枠組２０１５－２０３０行動計画の第４優先

事項に従った復興、修復、再建における「より良く復興する」ことの重要性を再

確認する。また、衛星データを利用した日本主導の防災対策は、収集・分析され

たデータを使用してアフリカにおける水関連災害への強靱性を高めることを可能

にする。我々は、アフリカの自然生態系を保護し、アフリカ大陸の持続可能な開

発と環境安全保障を推進するため、アフリカのきれいな街プラットフォーム（Ａ

ＣＣＰ）の下で国際援助国と共同で廃棄物管理インフラの開発を促進するために
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新たに設立された基金を通じたものを含め、海洋汚染を低減し、生物多様性の保

全を促進し、効果的な廃棄物管理を実施することの緊急性を強調する。我々は、

アフリカ主導の人道調整を強化し、大陸の人為的災害と自然災害の両方による危

機を効果的に予測し、準備し、対応する能力を高めるために、災害への備えと対

応のための大陸民間能力の支援とアフリカ人道機関の完全な運用開始の重要性を

強調する。アフリカ側は、日本及び他のＴＩＣＡＤ共催者に対し、アフリカ人道

機関を通じてＡＵ人道支援プログラムを支援するよう奨励し、我々は、この目標

の達成に向けて協力していくことを楽しみにしている。 

 

3.2.6 アフリカは人類の発展に大きく貢献してきた文化的遺産の守護者であり、その文

化的アイデンティティ、価値観及び倫理観は、アフリカの国際的な再興におけ

る重要な要素である。我々は、能力開発の拡充や登録支援を通じて、アフリカ

の世界遺産を保存し、保護するための文化分野における日本の具体的な協力の

深化を歓迎し、その協力を継続的に強化することの重要性を再確認する。 

 

 平和と安定 

3.3.1 我々は、アフリカにおけるガバナンス、平和と安全に係る課題に対処する上での

アフリカの平和安全保障に関するアーキテクチャー（ＡＰＳＡ）及びアフリカ・

ガバナンス・アーキテクチャー（ＡＧＡ）の重要性を認識し、アフリカ大陸及び

世界に影響を及ぼしている様々な平和と安全に係る課題に留意する。我々は、国

内及び国際レベルでの法の支配を促進するための努力へ参画し、国際人権法及び

国際人道法を含む国際法を尊重し、遵守を促進する。特に個々人とコミュニティ

をエンパワーする人間中心かつ参加型の開発アプローチを通じて、人間の安全保

障を促進することの重要性を再確認する。ＴＩＣＡＤは、アフリカ大陸における

平和のための努力を支援し、紛争、テロ及び暴力的過激主義に対処するために引

き続き取り組んでいく。ＡＵソマリア支援安定化ミッション（ＡＵＳＳＯＭ）を

通じたアフリカ、特にソマリアにおける平和活動への日本の支援はその一例であ

る。ＡＵ加盟国は、ＡＵＳＳＯＭに対する日本の貢献を評価し、ソマリア及びア

フリカの角地域全体における平和と安全の実現に向けた日本の長年にわたる投資

を基盤として、日本政府に対して、ＡＵＳＳＯＭへの支援のレベルを高めること

を奨励する。この点において、我々は、ＡＵＳＳＯＭの予算における資金不足を
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認識し、この不足を補うことの重要性を再確認する。我々は、国連憲章第２４条

が国連安全保障理事会に国際の平和及び安全の維持に主要な責任を与えているこ

とを強調する。この点において、我々は、ＡＵＳＳＯＭを含むＡＵ主導平和支援

活動に対する予測可能で持続可能かつ十分な資金調達を確保するため、国連安全

保障理事会決議第２７１９号（２０２３年）を実施する必要性を強調する。 

 

3.3.2 我々は、外国の干渉や代理紛争の拡大がアフリカの平和と安定に及ぼす有害な影

響について深い懸念を表明する。我々は、主権国家の内政不干渉の原則を改めて

強く表明し、国家の主体性と主権を尊重する方法で国際パートナーの支援を受け

たアフリカ主導の紛争解決の必要性を強調する。我々は、ガバナンス、持続可能

な経済成長及びアフリカにおける特に女性と若者の貧困撲滅を支援するため、政

治、安全保障、投資、成長及び開発に係る各活動間の一貫性を組み込み、強化す

る包括的かつ多次元的な政府全体及び社会全体のアプローチを採用することを含

め、継続し再発する混乱の根本原因や構造的要因に対処することにより、紛争や

危機に対する永続的な解決の確保に取り組む一方で、紛争予防を優先させる緊急

の必要性を再確認する。 

    我々はまた、ガバナンスの強化と法執行機関に対する能力構築支援を通じて、

サイバーセキュリティ、海賊対策といった海洋安全保障、テロと暴力的過激主義、

国際組織犯罪（例えば、人身取引、薬物取引及びその深刻な政治的側面並びに青

少年の公衆衛生と福祉への壊滅的な影響、小型武器の違法取引並びにサイバー犯

罪及びオンライン詐欺）、不正な資金の流れ、腐敗といった他の脅威に取り組む

ことにコミットする。したがって、我々は、特にアフリカ連合の薬物対策犯罪予

防行動計画（２０１９―２０２５年）のようなイニシアティブを通じて、この惨

劇と戦うアフリカ連合の称賛すべき努力に対する揺るぎない支持を改めて表明し、

薬物ネットワークを解体し、地域社会を守るための協調行動を強化することにコ

ミットする。我々は、アフリカ全土でエスカレートするテロリズムと国境を越え

る組織犯罪による脅威に対抗する大陸の能力強化への貢献に対し、アフリカ警察

協力メカニズム（ＡＦＲＩＰＯＬ）とアフリカ連合テロ対策センター（ＡＵＣＴ

Ｃ）の重要な役割を称賛する。 

    我々は、平和・安全・開発の連携及び人道・開発・平和の連携の枠組みの中で、

一層緊密な多様な関係者の協力を促進する、紛争予防、危機対応及び平和構築を
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統合する包括的で分野横断的な戦略を求める。このアプローチは、強じんな社会

の構築、人的安全保障の確保及び大陸全体における持続可能で包摂的な開発の促

進に不可欠である。 

    我々は、アフリカ大陸の一部で蔓延している深刻な人道状況に懸念を表明し、

最も必要としている人々への支援提供に悪影響を及ぼしている、アフリカにおけ

る人道活動に対する資金援助の減少に留意する。持続可能な人道支援の鍵として、

人道対応における世界的な連帯の必要性を強調する。この点において、公平な負

担と責任分担の精神において、受入国及びコミュニティが人道的及び開発ニーズ

に一層効果的に対応できるように、特に多くの難民、国内避難民及び亡命希望者

を擁する加盟国のために、アフリカにおける人道活動に対し、予測可能で適切で

持続可能で柔軟な資金を提供することを通じ、ＡＵ加盟国の努力を支援するため

に国際的なパートナーを動員することに尽力することにコミットする。我々は、

国際法に従って、難民の地位を持つ人々と強制的に避難民となった人々に保護及

び支援を提供し、非正規な移住の根本原因に対処し、地位に関係なく、全ての移

民の尊厳、安全及び人権を擁護するための国際的な努力の重要性を強調する。 

    我々は、大陸における紛争状況への対処と、暴力的な紛争の発生を防ぐ観点か

らのシャトル外交や仲裁を含む紛争予防努力の展開において、ＡＵ平和安全保障

理事会が果たした重要な役割を高く評価する。我々は、ＡＵ平和安全保障理事会

の努力を継続的に支援することにコミットする。 

 

3.3.3  我々は、不正な資金の流れや、悪意あるサイバーアクターによる暗号資産窃取を

含むあらゆる種類の資金窃取が前例のない水準に達していることに深刻な懸念を

表明する。この重要な問題に対処するため、我々は、国際的な協力及び支援を強

化し、対策を強化する必要性に留意する。これらの不正な活動は、世界の金融の

安定と安全に重大な脅威をもたらし、緊急かつ協調的な国際的行動を必要として

いる。さらに、我々は、２０２５年１月に国連安全保障理事会テロ対策委員会で

採択された、新たな金融技術のテロ目的での使用を防止、検知及び阻止するため

の拘束力のない指導原則（アルジェリア指導原則）を歓迎し、承認する。我々は、

暗号資産関連の犯罪によってもたらされる進化する脅威を阻止し、及び検出し、

並びにその脅威に対応するための協調的かつ包括的な措置を求める。 
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3.3.4  紛争の根本原因に対処するために、我々は、コミュニティの自立と強じん性及

び相互信頼とサービス提供に基づいた政府との連携を強化する必要性を強調する。

我々は、人道・開発・平和の連携の枠組みの中で、紛争予防、危機対応及び平和

構築を統合し、多様な関係者の一層緊密な協力を促進する総合的かつ分野横断的

な戦略を求める。我々は、ＡＵ紛争後復興開発（ＰＣＲＤ）センターの貢献を高

く評価するとともに、日本政府に対し、アフリカにおける紛争の根本原因に対処

し、平和構築の取組に貢献するという同センターの使命を果たすに当たり、同セ

ンターとの協力を強化するよう奨励する。平和構築、制度改革及び紛争後復興に

おける日本の豊富な経験は、アフリカの状況に適応できる貴重なモデルと技術的

専門知識を与える。 

 

3.3.5  我々は、グッドガバナンス、民主主義及び法の支配がアフリカの持続可能な開

発、平和及び安定の基盤となる柱であることを再確認する。この文脈において、

我々は、包摂的で信頼性が高く透明性のある選挙の実施や、制度強化と能力構築

に向けた努力を含む、民主主義の原則を堅持するアフリカ主導の取組を支援する

ことに引き続きコミットする。我々は、民主的なガバナンスを促進する大陸的枠

組みとしてのアフリカ・ガバナンス・アーキテクチャー（ＡＧＡ）の戦略的重要

性を認識しており、加盟国全体で説明責任、透明性及び国民参加を推進する上で

アフリカン・ピア・レビュー・メカニズム（ＡＰＲＭ）が果たす中心的な役割を

称賛する。 

 

 3.3.6 我々はまた、女性・平和・安全保障（ＷＰＳ）及び青年・平和・安全保障（Ｙ

ＰＳ）アジェンダの実施、並びに紛争下における子どもの保護を促進することに

コミットし、アフリカ全土における平和の追求及び維持並びに人道的緊急事態へ

の対応において女性及び若者が果たす貴重な役割を強調する。この点において、

我々は、国連安全保障理事会決議第１３２５号の２５周年に、多くのアフリカ諸

国及びＡＵが参加するＷＰＳフォーカルポイント・ネットワークを共同議長とし

て主導し、政府間開発機構（ＩＧＡＤ）を拠点として「アフリカの角における女

性平和人材育成イニシアティブ」を実施し、同ネットワーク及びその他の多数国

間フォーラムを通じて我々の協力を促進する日本の努力を歓迎する。我々は、武

力紛争の状況下における子どもの保護を確実に行うという揺るぎない決意を再確
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認する。我々は、紛争下の子どもの福祉支援における、アフリカ連合及び武力紛

争の影響を受けた子どもに関するアフリカプラットフォーム（ＡＰ－ＣＡＡＣ）

を含むその他の関係者による多大な努力を称賛する。我々は、子どもの保護活動

への持続可能な資源供給を確保するために資源動員活動を強化する必要性を強調

する。我々は、紛争の影響を受けた子どもの回復及び心理社会的幸福を促進する

ために、ジェンダーにも配慮しつつ、コミュニティに根ざし、男児及び女児の双

方、特に性的暴力のサバイバーの具体的なニーズに合わせた、長期的かつ包摂的

でトラウマに配慮した社会復帰プログラムを効果的に実施する必要性を強調する。 

 

3.3.7 我々は、多国間主義及び国際的な正統性に高い優先順位を置くことを強調する。

また、我々は、国連安全保障理事会改革の機運が高まっていることを認識してい

る。我々は、「未来のための約束」において国連安全保障理事会改革の緊急の必

要性が強調されたことを歓迎する。我々は、国連安全保障理事会の改革が、包括

的で透明性があり、バランスのとれた方法で取り組まれ、拒否権の問題を含む５

つの主要論点全てに対処するべきであり、また、国連総会決議６２／５５７に定

められているように、国連加盟国が完全な主体性を持ち、率先して進める政府間

交渉を通して、加盟国から、可能な限り最も広範に政治的に受容されるべきであ

ることを改めて強調する。我々は、国連憲章の原則に沿って、国連安全保障理事

会の効率性、透明性、包摂性及び説明責任を強化するために、その活動方法の改

善を求める。我々は、国連安全保障理事会における代表性という点に関して、ア

フリカに対する歴史的不正義に対処する必要性を認識し、エズルウィニ合意及び

シルテ宣言に記されているアフリカ共通ポジションに沿って、拒否権を含む少な

くとも２つの常任理事国としての議席並びに５つの非常任理議国としての議席を

通じて、アフリカが国連安全保障理事会において完全に代表されることへの支持

を改めて表明し、また、このことを念頭に、我々は、国連安全保障理事会の改革

を達成するために協力していくことを決意する。日本とアフリカ諸国は、平和構

築などの分野で、国連の場で引き続き緊密に意思疎通を図り、及び協力していく。 

 

3.3.8 我々は、広島と長崎への原爆投下から８０年を迎えたことを機に、核兵器の使

用がもたらす壊滅的で非人道的な結末を認識しつつ、「核兵器のない世界」の実

現に向けた我々のコミットメントを再確認する。２０２６年核兵器不拡散条約
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（ＮＰＴ）運用検討会議を見据え、我々は、核軍縮の実現に向けた意義ある成

果と国際的な核軍縮・不拡散体制の礎石及び原子力の平和的利用の追求に不可

欠な基礎としてのＮＰＴの普遍性の達成に対するコミットメントを改めて強調

する。我々は、アフリカ諸国における原子力の平和的利用のニーズが拡大して

いることを認識しており、この点において、ＮＰＴ締約国による保障措置協定

の履行を引き続き検証し、技術支援と国際協力の提供を促進することによって、

国際原子力機関が果たす中心的な役割を強調する。また、我々は、無差別にか

つＮＰＴ第１条及び第２条に従って平和的目的のための原子力の研究、生産及

び利用を発展させることについての全てのＮＰＴ締約国の奪い得ない権利を認

識し、擁護しつつ、国際的な不拡散の目標を支援する上での効果的かつ透明性

のある輸出管理を維持することの必要性を再確認する。さらに、我々は、小型

武器や軽兵器の違法取引の防止と根絶の重要性を改めて強調する。我々は、平

和的な原子力応用に対する需要が高まっていることを踏まえ、最高水準の原子

力安全及び核セキュリティを維持すること及びＩＡＥＡ保障措置の完全な遵守

を含む、核兵器の拡散を防ぐ措置を確保することが極めて重要であることを強

調する。 

 

3.3.9 我々は、海洋天然資源の違法な開発や、海賊及び海上武装強盗、違法・無報告・

無規制（ＩＵＵ）漁業及びその他の海上犯罪との闘いを含む海洋安全保障に関す

る地域的及び国際的な取組を促進し、国際法、特に国連海洋法条約（ＵＮＣＬＯ

Ｓ）に基づく海洋秩序を維持することの重要性を強調する。我々は、海洋安全保

障のみならず、持続可能な開発と地域経済の安定をも損なう多面的な問題である

ＩＵＵ漁業と闘うためにアフリカ諸国と協力する決意を再確認する。 

 

4 次なるステップ 

 

4.1 我々は、急速に変化するアフリカの開発優先事項に更に合致するよう、ＴＩＣＡ

Ｄを継続的に改善し、及び見直すことにコミットする。我々は、ＴＩＣＡＤ８チ

ュニス宣言に沿った様々な取り組みや行動が着実に実施されていることを評価し、

ＴＩＣＡＤ９で表明された取組や行動を、包摂的な形で優先的に実施することを

約束する。我々は、これらの取組や行動が、ＡＵのアジェンダ２０６３や２０３
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０ＳＤＧｓを含むアフリカ及び世界の開発枠組みと完全に整合したものとなるこ

とを再確認する。共催者は、ＴＩＣＡＤのモニタリング・評価メカニズムの運用

方法について、会合し議論することにコミットした。 

 

4.2 我々は、ＴＩＣＡＤ１０をアフリカで開催し、首脳会合に先立って一連のＴＩＣ

ＡＤ関連会合を開催する意向である。 

 

4.3  我々は、ＴＩＣＡＤ９を主催した日本の石破茂総理大臣に深く感謝の意を表す

る。我々はまた、全ての代表団、参加者及び来訪者を温かく歓迎し、惜しみなく

もてなした日本政府及び日本国民、特に横浜市とその市民の皆様に、心からの感

謝の意を表する。 


